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（平成２８年９月３０日の「審決」に対する反論である） 

平成２９年１月３日提出の「準備書面」の要旨 

 

 

【準備書面の構成】       準備書面の頁 

 

第１ 審決の理由に対する認否  １頁 

 

第２ 原告の主張        １頁～６２頁 

 

（争う項目第１） 

審決［第３当審の判断１理由１（３６条６項２号）について（２）判断］ 

に対する反論          １頁～１６頁 

（１）                  １頁～２頁 

（２）（中流から上流に至る場所にある石や岩）２頁～４頁 

（３）（岸辺にある大きな石や岩）      ４頁～５頁 

（４）（コンクリート護岸について）     ５頁 

（５）（土石流や土砂崩れで発生した土砂の流下と特別に大きな石や岩）６頁 

（６）（様々に異なる、石や岩の大きさとその形）      ６頁～７頁 

（７）（河川上流中流の土砂流下に関わる自然現象の規則性） ７頁 

（８）（請求項の記述について１）        ７頁～８頁 

（９）（請求項の記述について２）        ８頁～９頁 

（１０）（請求項の記述について３）       ９頁～１０頁 

（１１）（大きめの石や岩を見つけることの容易性） １０頁 

（１２）（請求項の記載を数値的方法にした場合）  １０頁～１１頁 

（１３）（自然界の事物を認識する）        １１頁～１２頁 

（１４）（糖度計の場合）             １２頁～１３頁 

（１５）審決［（２）判断アイウエオカ］に対する反論 １３頁～１５頁 

 （１５のＡ）審決［（２）判断 ア］に対する反論その１ １３頁～１４頁 

 （１５のＢ）審決［（２）判断 ア］に対する反論その２ １４頁  

 （１５のＣ）審決［（２）判断 イ］に対する反論    １４頁 

 （１５のＤ）審決［（２）判断 オ］に対する反論    １４頁～１５頁 

 （１５のＥ）審決［（２）判断アイウエオカ］に対する反論の付言１ １５頁 

 （１５のＦ）審決［（２）判断アイウエオカ］に対する反論の付言２ １５頁 

（１６）（争う項目第１）の結語          １５頁～１６頁 
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【準備書面の構成】         準備書面の頁 

 

（争う項目第２） 

審決［第３当審の判断１理由１（３６条６項２号）について（３）請求人の主張］ 

（同書４頁１行目～７頁７行目）に対する反論  １６頁～２７頁 

（１）［ア意見書（８の２）について］に対する反論  １６頁 

（２）［イ意見書（８の３）について］に対する反論  １６頁～１７頁 

（３）［ウ意見書（８の４）について（ア）］に対する反論 １７頁 

（４）［ウ意見書（８の４）について（イ）］に対する反論 １７頁～１８頁 

（５）［エ意見書（８の５）について］に対する反論    １８頁～１９頁 

（６）［オ意見書（８の６）について］及び［カ意見書（８の７）について］ 

に対する反論                 １９頁～２７頁 

 （６のＡ）［オ意見書（８の６）について］に対する反論  １９頁～２０頁 

 （６のＢ）［カ意見書（８の７）について］に対する反論  ２０頁～２１頁 

 （６のＣ）                      ２１頁 

 （６のＤ）                      ２２頁～２４頁 

 （６のＥ）                      ２４頁 

 （６のＦ）                      ２４頁～２５頁 

 （６のＧ）                      ２５頁～２６頁 

 （６のＨ）                      ２６頁～２７頁 

 （６のＩ）                      ２７頁 

（７）（争う項目第２）の結語             ２７頁 

 

（争う項目第３） 

審決［第３当審の判断２理由２（２９条１項３号）または理由３（同条２項） 

について（１）請求項に係る発明］に対する反論   ２８頁～３５頁 

（１）               ２８頁～２９頁 

（２）               ２９頁 

（３）               ２９頁～３１頁 

 （３のＡ）              ３０頁 

 （３のＢ）              ３０頁～３１頁 

 （３のＣ）              ３１頁 

（４）               ３２頁～３４頁 

 （４のＡ）              ３２頁～３３頁 

 （４のＢ）              ３３頁～３４頁 

 （４のＣ）              ３４頁 

（５）（争う項目第３）の結語     ３４頁～３５頁 
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【準備書面の構成】         準備書面の頁 

 

（争う項目第４） 

審決［第３当審の判断２理由２（２９条１項３号）または理由３（同条２項）に

ついて（２）判断］の［イ 引用発明１を主引用発明として検討する］ 

に対する反論       ３５頁～４０頁 

（１）                ３５頁～３９頁                

 （１のＡ）                ３５頁 

 （１のＢ）                ３５頁～３７頁 

 （１のＣ）                ３７頁～３８頁 

 （１のＤ）                ３８頁～３９頁 

 （１のＥ）                ３９頁 

（２）                ３９頁 

（３）                ４０頁 

（４）                ４０頁 

（５）（争う項目第４）の結語      ４０頁 

 

（争う項目第５）         

審決［第３当審の判断２理由２（２９条１項３号）または理由３（同条２項）に

ついて（２）判断］の［ウ 引用発明２を主引用発明として検討する］ 

に対する反論。        ４０頁～４４頁 

（１）                ４０頁～４３頁                

 （１のＡ）                ４１頁 

 （１のＢ）                ４１頁～４３頁 

   （Ｂのイ）（Ｂのロ）（Ｂのハ） 

（２）                ４３頁 

（３）                ４３頁～４４頁 

（４）（争う項目第５）の結語      ４４頁 

 

（争う項目第６） 

審決［第３当審の判断２理由２（２９条１項３号）または理由３（同条２項）に

ついて］の［（３）請求人の主張について］に対する反論 ４４頁～５５頁  

（１）［ア意見書（９の１）について］に対する反論    ４４頁 

（２）［イ意見書（９の２）について］に対する反論    ４４頁～４５頁 

（３）［ウ意見書（９の３）について］に対する反論    ４５頁～４６頁 

（４）［エ意見書（１０の１）について］に対する反論   ４６頁 

（５）［オ意見書（１０の２）について］に対する反論   ４６頁 



4 

 

（６）［カ意見書（１０の３）について］に対する反論  ４６頁 

（７）［キ意見書（１０の４）について］に対する反論  ４７頁～５１頁 

 （７のＡ）                       ４７頁 

 （７のＢ）                       ４７頁 

 （７のＣ）                       ４７頁～４８頁 

 （７のＤ）                       ４８頁～５０頁 

   （Ｄのイ）（Ｄのロ）（Ｄのハ）（Ｄのニ）（Ｄのホ）（Ｄのヘ） 

 （７のＥ）                       ５０頁 

 （７のＦ）                       ５０頁～５１頁 

（８）［ク意見書（１１の１）について］及び［ケ意見書（１１の２）～ 

（１１の３）について］に対する反論       ５１頁～５５頁 

（８のＡ）                       ５１頁～５２頁 

 （８のＢ）                       ５２頁 

 （８のＣ）                       ５２頁～５３頁 

 （８のＤ）                       ５３頁～５４頁 

 （８のＥ）                       ５４頁～５５頁 

（９）                                   ５５頁 

 

（争う項目番外編） 

審決の記述中に「自然現象と称する」との記載があることについて 

                                          ５５頁～６０頁 

（１）                ５５頁～５６頁                

（２）                ５６頁 

（３）                ５７頁～５８頁 

（４）                ５８頁 

（５）                ５８頁～５９頁 

（６）                ５９頁 

（７）                ５９頁～６０頁 

（８）                ６０頁 

 

（争う項目第７） 

［第４むすび］に対する反論及び、本願請求人のむすび  ６０頁～６２頁 

（１）                ６１頁                

（２）                ６１頁 

（３）                ６１頁～６２頁 

（４）                ６２頁 
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【準備書面の記述内容】       準備書面の頁 

 

第１ 審決の理由に対する認否  １頁 

平成２８年１１月８日提出の「訴状」に、その認否を記述しています。 

 

第２ 原告の主張        １頁～６２頁 

原告の主張を（争う項目第１）～（争う項目第７）（争う項目番外編）に分けて記

述しています。 

 

（争う項目第１）        １頁～１６頁 

審決［第３当審の判断１理由１（３６条６項２号）について（２）判断］ 

（同書２頁３２行目～３頁最終行）に対する反論を、（１）～（１６）に分けて記

述しています。 

 

（１）             １頁～２頁 

本願発明は、河川上流中流における土砂流下現象を長年に亘り観察することに

よって見い出した規則性を元に新たに考案した発明です。しかしながら、「審決」

の記述内容は、現実に生じているそれらの自然現象を理解していない、或いは誤

解していることによる記述であると考えられます。 

ですから、「審決」に対する反論の前に、本願発明の基礎になっている河川上流

中流における土砂流下現象の規則性について記述することによって、本願発明の

成り立ちとその明瞭性の問題の所在を明らかにします。 

それらの記述の後に、審決［（２）判断 ア、イ、ウ、エ、オ、カ、］に対する

反論を記述します。 

 

（２）（中流から上流に至る場所にある石や岩） ２頁～４頁 

石や岩の多い河川では上流になるほど石や岩の大きさが大きくなっています。

この現象は多くの人に知られている現象です。この現象は流れの傾斜と水量の違

いによって、それぞれの場所ごとに侵食と堆積の程度が異なることによって生じ

ています。 

大きな石や岩は流下し難く小さな土砂は流下し易いのです。それぞれの場所の

大きな石や岩は規模の大きな増水の時にしか移動しないのに対して、小さな土砂

は良くある小規模な増水の時でも下流へ向かって移動している事が多いのです。 

上流になるほど石や岩の大きさが大きくなる現象は、長い年月の間に生じた幾

度もの増水によってもたらされたもので、石や岩の多い河川の全てで見ることが

できる現象です。また、河川のそれぞれの場所での土砂の大きさの変化の仕方は、

大きな石や岩から小さな土砂に至るまで連続的であるのが普通です。 
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（３）（岸辺にある大きな石や岩）      ４頁～５頁 

石や岩の多い河川では、流れの中より岸辺に大きな石や岩があることが普通で

す。自然状態の流れの岸辺を保持して水流の場所を維持しているのは、岸辺にあ

る大きめな石や岩です。それらの石や岩は岸辺に整然と並んではいませんが岸辺

近くに多くあるのです。 

大きな石や岩は規模の大きな増水の時にだけ移動して、流れの弱い岸辺近くに

至った時にその岸辺近くに止まります。岸辺にある大きな石や岩は強い水流を弱

めたりその方向を変えたりしています。大きな石や岩が岸辺に集中していること

は多くありませんが、岸辺の所々に存在してそれらの間に小さな石や岩が堆積し

ている事は多く見られます。岸辺に大きめな石や岩があることによって、小さな

石や岩も流れの中に止まり易くなります。 

これらの考え方は、本願明細書（書証甲１）の【０００４】【０００５】【００

１０】～【００１２】でも記述しています。 

 

（４）（コンクリート護岸について）     ５頁 

コンクリート護岸は、岸辺の大きな石や岩を容易に流下させてしまいます。そ

して、岸辺の大きな石や岩が周囲の小さな土砂の流下を妨げていた仕組みも失わ

れてしまいます。コンクリート護岸の建設によるこれらの現象の発生は、建設直

後には知られませんが、年月が経過するにしたがってそれが明らかになり、その

程度も深化していきます。 

コンクリート護岸の岸辺が、その周囲の大きな石や岩を流下させてしまう現象

は、河川上流でその岸辺が岸壁になっている場所で生じている現象と同じ現象で

す。 

これらの事は、本願明細書（書証甲１）の【０００２】～【０００５】でも記

述しています。 

 

（５）（土石流や土砂崩れで発生した土砂の流下と特別に大きな石や岩）６頁 

河川上流中流には、上述（２）（３）（４）以外にも土砂流下の現象があります。 

河川の上流や中流では、時折、土石流や土砂崩れが発生します。土石流や土砂崩

れで一時に河川に流れ込んだ大量の土砂の大部分は、通常の土砂流下現象によっ

て下流部に移動しますが、巨大過ぎる石や岩は河川敷や流れの中に取り残されま

す。 

河川のそれぞれの場所にある石や岩の大きさの変化の仕方は連続しています

が、それらの巨大な石や岩は、その連続性から離れて大きい事が多いのです。 

 

 



7 

 

（６）（様々に異なる、石や岩の大きさとその形） ６頁～７頁 

河川上流や中流にある石や岩は、その形や大きさが様々に異なっています。そ

れらの石や岩は、そのそれぞれに来歴が異なっているからです。 

上述（２）～（５）で説明した、それぞれの現象に見る石や岩の大きさの変化

やその形の変化も一律なものではありません。それぞれの河川ごとに、それぞれ

の場所ごとにその変化の仕方が異なっているのが普通です。 

 

（７）（河川上流中流の土砂流下に関わる自然現象の規則性）７頁 

上述した河川上流中流の土砂流下に関わる自然現象は、河川それぞれの場所に

おける個々の自然現象として多くの人に知られていましたが、本願請求人がそれ

を明らかにするまでは、全体として規則性があるものとして系統立てて説明され

ることはありませんでした。 

つまり、上述の河川上流中流の土砂流下に関わる自然現象の規則性は、今まで

に無かった新しい考え方です。本願請求人はそれらの考え方をＷＥＢ上に公開し

ています。 

本願発明は、上述（２）～（６）の自然現象に基づき考案したものです。これ

らの事は、本願明細書（書証甲１）の【０００８】【０００９】及び【００１３】

～【０００２１】でも記述しています。 

 

（８）（請求項の記述について１）   ７頁～８頁 

請求項の記述の中「～付近にある中で大きめの石や岩がその場にとどまる事の

出来る程度で、なおかつ小さな石や岩が最初に止まることもない間隔をあけて、

～」の箇所を説明しています。 

岸辺の大きな石や岩を流下させてしまったコンクリート護岸であっても、杭を

設置して大きな石や岩の流下を防げば、岸辺を水流と侵食から守ることができま

す。その周囲では小さな土砂が堆積しやすくなって自然の岸辺を回復します。 

コンクリート護岸によってその周囲の土砂が流下し易くなったとしても、上流

になるほど石や岩の大きさが大きくなる現象は変わりません。大きな石や岩ほど

流下し難い現象も変わりません。ですから、本願発明の記述内容も問題なく成立

します。 

請求項において、厳密にその大きさを規定した大きい石や岩でなく「～付近に

ある中で大きめな石や岩～」と記述しているのは、それらの自然の石や岩の大き

さを厳密に計測して数値に表現するのが困難だからです。 

これらの事情は上述（２）～（６）に記述しているとおりです。 
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（９）（請求項の記述について２）   ８頁～９頁 

請求項の記述の中「～石や岩がその場にとどまる事の出来る程度で、～」を説

明しています。 

この箇所では、請求項中に後述の「～上流から移動して来る大きな石や岩を又

は元々あった大きな石や岩を堰き止め、その場にとどめる～」ために設置する杭

の、それぞれの間隔について記述しています。 

上流から流下して来る石や岩を「杭」によって堰き止めようとするのには、複

数の杭の間隔を目標とする石や岩の大きさよりも少し狭くすれば良いのです。本

願発明では、杭と杭の間隔だけでなく、杭とコンクリート護岸のとの間隔もその

考慮の対象としています 

 

（１０）（請求項の記述について３）  ９頁～１０頁 

請求項の記述の中「～なおかつ小さな石や岩が最初に止まることもない間隔を

あけて、～」の箇所を説明しています。 

大きな石や岩が流下移動する増水時には、それらより小さな土砂も流下し続け

ています。上述の記述は、大きめな石や岩が堰き止められる前にそれらより小さ

な土砂が杭によって堰き止められて、後から流下して来る大きな石や岩の堰き止

めを妨げてしまう事を避けるものです。 

最初に岸辺に堰き止められる石や岩は、大きめな石や岩でなければなりません。

大きめな石や岩が堰き止められれば、その上流側にはそれよりも小さな土砂も堰

き止められることになります。 

上述（８）（９）（１０）の記述内容は、上流に至るほど石や岩の大きさが大き

くなる現象に対応しています。ですから、本願発明は石や岩の多い河川の中流か

ら上流までほとんどの場所に対応できる発明となっています。 

上述（８）（９）（１０）の記述内容は、本願明細書（書証甲１）の【００１３】

～【００１６】、【００２２】～【００２６】、【図１】、【図２】、【図３】において

も明瞭に示されています。 

 

（１１）（大きめの石や岩を見つけることの容易性） １０頁 

流れの中や河川敷にある大量で様々な大きさの石や岩の中から、それぞれの場

所での大きめな石や岩を見つけることは容易な事です。小さな石や岩はずっと多

くありますが、大きな石や岩はよく目立つのです。ですから、上流ほど石や岩が

大きくなる現象も誰でも容易に知ることが出来ます。 

しかも、請求項の記述は、河川敷に多くある石や岩の中の最も大きな石や岩で

はなく「大きめな石や岩」としていますから、それらの石や岩を見つけ出すのは

容易な事です。 

上述（２）～（１０）の説明と、本願明細書（書証甲１）の【００１３】～【０
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０１６】、【００２２】～【００２６】、【図１】、【図２】、【図３】によって、本願

発明の記述内容が判然としないとの判断が間違いであることが容易に理解して

頂けると思います。 

 

（１２）（請求項の記載を数値的方法にした場合）  １０頁～１１頁 

本願発明の請求項の石や岩の大きさに関わる記述の仕方を、工業製品のように数

値によって記述すれば、それは、特定の河川の特定の場所の特定の時期における

設置例を説明していることになり、技術としての汎用性が無くなってしまいます。

本願発明のように、石や岩の多い河川であれば何処にでも適用できる技術ではな

くなるのです。 

石や岩の大きさを工業技術的に数値によって表現しないこと自体が新しい考

え方であり、新しい技術であることを証明していると考えられます。 

 

（１３）（自然界の事物を認識する）        １１頁～１２頁 

自然界に存在している様々な事物の大きさや形状や性質を判断し、他と比較す

るのは容易な事ではありませんが、人間はその知恵と経験によってそれを可能に

しています。その例として宝石の採掘の現場について記述しています。 

宝石の採掘現場に限らず、科学的研究の現場や日常の様々の事柄においても、

目で見て物事の可否やその状態を判断していることは多くの人が承知している

ことです。 

本願発明で現場での判断力を重視しているのは、コンクリート護岸建設以前に

は岸辺の様相が多様性に富んでいたからであり、それらを取り戻すためにはそれ

ぞれの現場ごとにその多様性を取り戻さなければならないと考えるからです。 

 

（１４）（糖度計の場合）             １２頁～１３頁 

現在の科学技術では、自然にある石や岩の大きさを、工業製品のように数値を

もって容易に形容する或いは他と比較することは実現されていません。 

この記述では、糖度計の出現以前でも果物やお菓子の甘さを比較することは、

誰でもが容易に成し遂げていたことを説明しています。 

糖度計が無かった時代であっても、果物やお菓子の甘さは誰でもが容易に判断

出来ました。同様に、自然の河川にある石や岩の大きさを数値によって示すこと

が出来なくても、それらの石や岩の大きさを比較することは誰にでも可能なこと

です。 

 

（１５）審決［（２）判断アイウエオカ］に対する反論 １３頁～１５頁 

（１５のＡ）審決［（２）判断 ア］に対する反論その１   １３頁～１４頁 

審決［（２）判断 ア］（同書３頁３行目～６行目）には以下の記述があります。 
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「～付近にある石や岩のうち、大きめとしている石や岩は、どの程度まで大きい

物を規定しているか不明である。したがって、大きめの石や岩は、他の大きめで

ないとする石や岩とは、その大きさにおいて線引きが出来ず、その意味する所が

明確でない。」 

この記述に対する反論は、前述［（８）（請求項の記述について１）］に記述して

いるとおりであり、その記述内容は、意見書（書証甲６）の［（７の３）石や岩の

多い河川上流や中流の土砂流下の規則性と請求項の記述（その３）］と同じ内容で

す。 

本願発明の構造物を設置する場所が決まれば、大きな石や岩の大きさは定まっ

てしまいます。河川では上流になるほど石や岩の大きさが大きくなる現象がある

ので、河川のそれぞれの場所に様々な大きさの石や岩があったとしても、その中

の大きな石や岩の大きさには、それぞれの場所ごとに限度があるのです。 

 

（１５のＢ）審決［（２）判断 ア］に対する反論その２   １４頁 

審決［（２）判断 ア］（同書３頁２行目～３行目）には以下の記述があります。 

「～付近にある石や岩の大きさは、それぞれ計測することによって容易に判断で

きるが～」 

この記述は、審判官が現実の河川や河川敷の状況を全く理解していないことを

示すものです。 

第一に、河川や河川敷には手に取って計測できる石や岩よりも出来ない石や岩の

方が多いのです。 

第二に、様々な形の石や岩のどの部分をどのように計測すると言うのでしょうか、

そして、どのように大きさを決定するのでしょうか。また、その重量を計測する

ことも極めて困難です。 

上述の審判官の記述は、現実を無視した机上の考え方であり間違いです。 

 

（１５のＣ）審決［（２）判断 イ］に対する反論      １４頁 

審決［（２）判断 イ］（同書３頁１１行目～１２行目）には以下の記述があり

ます。 

「～一本の杭に引っかかるだけでその場にとどまる事もあり得るから～」 

この問題については、意見書（書証甲６）（８の４）において丁寧に説明してい

ます。「審決」の記述はそれを無視しています。本願請求人の主張に反論できない

ままに、それを無視した記述を行うのは明らかな間違いです。 

 

（１５のＤ）審決［（２）判断 オ］に対する反論      １４頁～１５頁 

審決［（２）判断 オ］（同書３頁２６行目～１２９行目）には以下の記述があ

ります。 
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「なお、出願当初の特許請求の範囲には「・・・複数の杭を適度な間隔をおいて

埋設して、・・・と記載されているように、そもそも該間隔には、石や岩との大き

さの関係において明確な定義は存在せず、その意味は不明である。」 

これはとんでもない記述です。既に「手続補正書」（書証甲２）によって削除さ

れている記述内容を持ち出して、本願発明を特許として認めないとする論述の一

部としているのです。 

上述の記述が特許法に適応しているとは到底考えられません。上述の記述は明

らかな間違いです。 

 

（１５のＥ）審決［（２）判断アイウエオカ］に対する反論の付言１  １５頁 

審決［（２）判断 ア～カ］の記述は、意見書（書証甲６）（７の１）～（7 の

８）の記述を全く無視しています。本願請求人は、それらの記述で、請求項に記

載の「杭」とその間隔の問題について丁寧に説明しています。それらをお読み頂

ければ、「杭」とその間隔の問題については容易にご理解頂けるはずだと考えてい

ます。 

本文書で既述の（８）～（１０）の説明は、意見書（書証甲６）の内容を簡便

に説明したものです。 

 

（１５のＦ）審決［（２）判断アイウエオカ］に対する反論の付言２  １５頁 

本願請求人は、意見書（書証甲６）［（８の４）拒絶理由通知書［理由１］に対

する反論（その４）（Ｃの２）］において、拒絶理由通知書（書証甲５）［理由１］

の記載内容が論理的に矛盾している事を説明しています。この説明では、審判官

が杭の間隔の事柄を充分に理解しているのにも拘らず、それが不明であると主張

している矛盾を指摘しています。 

しかし、審決［（２）判断 アイウエオカ］では、拒絶理由通知書の矛盾した記

載内容に全く触れることなく、本願請求項の内容が不明確であると主張していま

す。これは明かに間違いであり、不正な主張であると言えます。 

 

（１６）審決［第３当審の判断１理由１（３６条６項２号）について（２）判断］

に対する反論の結語       １５頁～１６頁 

上述（争う項目第１）（１）～（１５）に記述しましたように、本願発明の請求

項の記述は明瞭でありますから、審決［第３当審の判断１理由１（３６条６項２

号）について（２）判断］は成り立ちません。したがって、審決［第２当審拒絶

理由［理由１］］も間違いです。 
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【準備書面の記述内容】       準備書面の頁 

 

（争う項目第２）     １６頁～２７頁 

審決［第３当審の判断１理由１（３６条６項２号）について（３）請求人の主

張］（同書４頁１行目～７頁７行目）に対する反論を、（１）～（７）に分けて記

述しています。 

 

（１）［ア意見書（８の２）について］に対する反論     １６頁 

審決［ア意見書（８の２）について］（同書４頁７行目～１１行目）には以下の

記載があります。 

「～当該（５の１）、（５の２）、（７の３）及び（７の４）の記載は、請求人が知

り得た自然現象と称するものを説明したものであって、石や岩の大きさを規定す

る説明ではない。したがって、付近にある石や岩のうち、どの程度の大きさのも

のを「大きめ」と規定するのか依然不明である」 

上記引用文中、（５の１）、（５の２）、（７の３）及び（７の４）の記載は、本願

請求人が河川上流中流の土砂流下現象の中からその規則性を見出して説明した

ものであり、「石や岩の大きさを説明するもの」ではありません。「石や岩の大き

さを規定する説明」は、請求項の記述自体がそれに該当します。 

「付近にある石や岩の大きさは」上流に至るほど大きくなるのであって、それ

ぞれの場所にある石や岩の大きさには、それぞれの場所ごとに大きさの上限があ

るので、本願発明を設置する場所が定まれば「付近にある石や岩の大きさは」も

おのずから定まります。 

 

（２）［イ意見書（８の３）について］に対する反論     １６頁～１７頁 

審決［イ意見書（８の３）について］（同書４頁２４行目～２６行目）には以下

の記載があります。 

「当該主張によれば「付近にある中で大きめの石や岩」は、「大きめ」ではない「石

や岩」との区別が不要であるかのようにみられ、「付近にある中で大きめの石や

岩」の定義を説明したものではない。」 

意見書（８の３）の記述は、「付近にある中で大きめの石や岩」の定義を説明し

たものではありません。その記述は、「付近にある中で大きめの石や岩」の大きさ

の区別を厳密に行う必要が無いことを説明したものです。 

本願発明は、大きめの石や岩の大きさを厳密に選別することを要求して、それ

を目的とする施設ではありません。本願発明は、その大きさや形状が画一的では

ない様々な形状で似通った大きさの自然の石や岩を、杭によって堰き止めようと

しているのに過ぎません。 
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（３）［ウ意見書（８の４）について（ア）］に対する反論  １７頁 

審決［ウ意見書（８の４）について（ア）］（同書５頁７行目～１２行目）には

以下の記載があります。 

「～当該主張では、杭の間隔を規定しても、～～「その場にとどまる事が出来る

程度」がどの程度であるのかを説明するものではない。」 

この記述は、杭の間隔が数値的に厳密に規定されていない事を指摘しているも

のと考えられます。杭の間隔は、付近にある中の大きめの石や岩の大きさによっ

て定まるのであって、付近にある中の大きめの石や岩の大きさを厳密な数値とし

て定めることが出来ない以上、杭の間隔もまた、厳密な数値としては定まりませ

ん。これらのことは、上記（２）にも記述しています。 

 

（４）［ウ意見書（８の４）について（イ）］に対する反論  １７頁～１８頁 

審決［ウ意見書（８の４）について（イ）］この項目は、前述（争う項目第１）

（１５のＣ）で記述した、１本の杭の問題に関わる記述です。この記述は、「拒絶

理由通知書」［理由１］に記載された１本の杭の問題について意見書（書証甲６）

で反論を行ったことに対する、再度の反論です。 

審決［ウ意見書（８の４）について（イ）］では、本願請求人の意見書（書証甲

６）での反論の一部を認めていますが、新たに小さな石や岩が１本の杭にとどま

った場合を設定して、「その場にとどまる事が出来る程度」が不明確であると主張

しています。 

小さな石や岩が１本の杭に止まったとしても、大きな石や岩が１本の杭にとど

まった場合と同じく、河川の長い時間の経過を考えれば何の問題もないことです。 

（審決６頁１０行目～１１行目）には次の記載があります。 

「～該例外事項が存在すること自体が、石や岩がとどまるかどうかの条件が不明

であることを示すものである。」 

ある事柄において、ある前提事項があるからそれに対する例外事項も生ずるの

であって、前提事項が無い場合には例外事項も発生しないのです。このことを考

えると、前述引用文の言うように、例外事項があるから前提が不明であるとの論

理が成り立つとは考え難いのです。 

言い換えると、審判官は「石や岩がとどまるかどうかの条件」を明確に理解し

ていたからこそ、本願請求人が考えもしなかった「該例外事項」を考案すること

が出来たのではないでしょうか。 

したがって、［ウ意見書（８の４）について（イ）］の主張は間違いです。 

 

（５）［エ意見書（８の５）について］に対する反論     １８頁～１９頁 

この項目では、本願請求人の意見書（書証甲６）に対して、幾つもの事柄を取

り上げて反論をしています。それらを整理すると、意見書の（７の５）及び、明
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細書の説明及び図面をもってしても、「小さい石や岩が最初に止まる事のない間

隔」が不明確であると主張していると考えられます。 

本願明細書（書証甲１）の【図１】【図２】【図３】には、杭によって止められ

た石や岩の上流側には、杭によって止められた石や岩によって、小さな石や岩が

止められている事が明示されています。「小さい石や岩が最初に止まる事のない

間隔」とは、これらの状況を実現させるための、杭と杭の間隔を説明する記述で

す。 

大きな石や岩が下流へと移動する時には、小さな石や岩も大量に流下していま

す。ですから、大きな石や岩が堰き止められる前に、小さな石や岩が堰き止めら

れてしまえば、大きな石や岩が堰き止められるのを妨げることになります。 

このような事態を防いで、最初に大きな石や岩を止めることが出来れば、大き

な石や岩が安定的に岸辺にとどまり、それによってその他の土砂もその周囲にと

どまることが出来るようになります。 

 

（６）［オ意見書（８の６）について］及び［カ意見書（８の７）について］に対

する反論   １９頁～２７頁 

（６のＡ）［オ意見書（８の６）について］に対する反論  １９頁～２０頁 

審決［オ意見書（８の６）について］（同書６頁２６行目～３２行目）には以下

の記載があります。 

「請求人は、「特許３２９７９０６号」を挙げて、本願請求項１に記載された

「石や岩の大きさ」も明確である旨、主張するが、本願請求項１に記載された発

明と特許３２９７９０６号とは別発明であって、その特許請求の範囲と発明の詳

細の説明の記載が異なるものであるから、発明の明確性の判断において、両者を

同様のものとする理由にはならず、本願請求項１に記載された「石や岩の大きさ」

が明確である理由とはならない。」 

上述の記載には明らかな誤りがあります。 

本願請求人の意見書（８の６）での記述は、「石や岩の大きさ」が明確である理由

を述べたものではありません。また、「～本願請求項１」に記載された「石や岩の

大きさ」が明確である理由～」を主張するものでもありません。 

本願請求人の意見書（８の６）での記述は、既に特許とされている（書証甲７）

「特許３２９７９０６号」の請求項の記載と、本願発明の請求項の記述とを比較

して、前者が特許とされて後者が特許を認められない事は矛盾であると主張する

ものです。 

言い替えると、本願請求人の意見書（８の６）は、拒絶理由通知書（書証甲５）

に記載された［理由１］の記述が二重基準になっている事を主張するものです。 

ですから、上記引用文の審決の記載は、請求人の主張に対して真摯に対応したも

のではなく、本願請求人の主張を誤魔化そうとした不誠実なものです。 
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（６のＢ）［カ意見書（８の７）について］に対する反論  ２０頁～２１頁 

審決［カ意見書（８の７）について］（同書６頁３４行目～７頁７行目）には以

下の記載があります。 

「請求人は上記（８の６）の主張に関し、当審拒絶理由において一言の言及もな

いことを主張するが、そもそも、拒絶理由通知書等においては、少なくともその

拒絶理由が出願人・請求人に理解できる程度の記載されていればよいものであっ

て、既になされた請求人の全ての主張に対して逐一言及することが求められるも

のではない。また、上記オで述べたとおり、「特許３２９７９０６号」と本願請求

項１に記載された発明とは別発明であって、発明の明確性の解釈も、それぞれの

発明ごとに違うものであるから、上記（８の６）の主張に対する説明を、拒絶理

由等に記載すべきものではない。」 

審決のこの記述には明らかな事実誤認があります。 

本願請求人は、平成２７年３月１３日の審判請求書（書証甲４）において、既に

特許とされている「特許３２９７９０６号」（書証甲７）に言及して、本願発明の

特許審査が二重基準によるものであることを５頁に亘って主張しています。 

しかし、平成２８年３月２９日の拒絶理由通知書（書証甲５）においては、二

重基準に関する言及は全くありませんでした。ですから、本願請求人は意見書（書

証甲６）の（８の６）及び（８の７）において、二重基準の問題について再び主

張しました。 

したがって、上記引用文の主張は全くの誤りです。 

 

（６のＣ）                       ２１頁 

上記（６のＡ）と（６のＢ）からの引用文には、言及した以外にも大きな問題

点があります。 

 

（６のＤ）                       ２２頁～２４頁 

この記述では、本願発明の請求項の記述と、河川に設置する砂防堰堤の発明であ

る「特許３２９７９０６号」の請求項の記述とを比較して、二重基準の実際を説

明しています。 

本願発明と特許３２９７９０６号の発明は、共に、発明による障害物を設置す

ることによって自然の石や岩を或いは石礫を堰き止める構造を持っています。 

本願発明では川床に設置した杭によって、特許３２９７９０６号では縦長のス

リット部に設置した複数の横梁によって、上流から流下する石や岩または石礫を

堰き止めます。両者共に、杭あるいは横梁の間隔によって、堰き止め或いは流下

させる石や岩または石礫の大きさが異なる構造を持ち、共に、その間隔の適否に

よって発明の効果が異なることが予想されます。 
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本願請求人が問題としているのは、石や岩あるいは石礫を堰き止める間隔につ

いてそれぞれの請求項の記述です。本願発明では、それを「～付近にある中で大

きめの石や岩がその場にとどまる事の出来る程度で、なおかつ小さな石や岩がと

どまることもない間隔を～」としています。 

特許３２９７９０６号では、「～該横梁の上下方向の間隔が、前記スリット部の

下段においては当該ダムに到達すると予測される石礫の最大径の１．０ないし１．

５倍に、上段ないし中断においては当該ダムに到達すると予測される石礫の平均

径の１．０ないし１．５倍に選定され、～」とされています。 

前者は、付近にある中の石や岩の中から大きめな石や岩を選べば間隔が定まり

ます。後者は、ダムに到達することが予測される石礫の最大径と平均径を知らな

ければ間隔は定められません。 

また、後者の請求項には以下の記述もあります。「～土石流や洪水の発生時の土

砂の一時的な大量流出や巨礫の流出を抑制することができるようにしたコンク

リートスリットダムにおいて、～」 

つまり、横梁の間隔は、将来発生する土石流や洪水によって流下して来ること

が予測される石礫の大きさによって決定されるのです。 

前者は、河川や河川敷を観察できる人であれば誰でもが容易に判断出来ること

であり、後者では、未来に発生する出来事で生じることが予想される石礫の大き

さを判断しなければなりません。両者を比較すれば、本願発明の請求項の記述の

方が明瞭であり明確であることは明らかです。 

したがって、特許３２９７９０６号が特許とされているのならば、本願発明が

特許とされるのは当然であると考えます。本願発明がその請求項の記述内容が不

明であると判断されて特許を認められないならば、本願発明の審判において明ら

かな二重基準が存在していることになります。 

ここに記述した考え方は、審判請求書（書証甲４）に記載した内容と同じであ

り、また、意見書（書証甲６）に記載した内容と同じです。つまり、それらの記

述は、本願発明と特許３２９７９０６号の発明の請求項には、両者共に似かよっ

た特徴があること、そして、その明瞭性の問題において、前者がその特許を認め

られなくて後者が特許とされているのは矛盾している事を主張しています。 

 

（６のＥ）                       ２４頁 

ここでは（６のＣ）の記述に戻って、（６のＡ）での審決からの引用文の論理展

開が誤りであり、出鱈目なまやかしの弁論であることを説明しています。 

引用文中の「～別発明であって、その特許請求の～詳細な説明の記載が異なる

ものであるから～」の部分は、特許の審査における一般論を記述したものであり

問題はありません。 

続く「～発明の明確性の判断において、両者を同様のものとする理由にはなら
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ず～」では、前述の一般論が、本願発明と特許３２９７９０６号の明確性の問題

に切り替わってしまった記述になっています。 

 ここでの記述は、上述（６のＤ）で指摘した、本願発明と特許３２９７９０６

号の共通性は全く無視されています。また、この「～発明の明確性の判断におい

て、両者を同様のものとする理由にはならず～」の記述では、請求項の記述以外

にも何らかの別の判断基準があるかのようです。 

しかも（６のＡ）の引用文の最後は「～本願請求項１に記載された「石や岩の

大きさ」が明瞭である理由とはならない。」で終わっています。最後の論理展開も

また、それまでの論理とは別の方向に進んでしまっています。 

（６のＡ）での審決の引用文は、本願請求人の二重基準の主張に対して誠実に

反論したものではありません。このことは「（６のＡ）に記述していることと同様

です。 

 

（６のＦ）                       ２４頁～２５頁 

ここでも（６のＣ）の記述に戻って、（６のＢ）での審決からの引用文の論理展

開が誤りであり、出鱈目なまやかしの弁論であることを説明しています。 

（６のＢ）で引用した審決の記述では、「～「特許３２９７９０６号」と本願請

求項１に記載された発明とは別発明であって、発明の明確性の解釈も、それぞれ

の発明毎に違うものであるから～」として、誰にでも容認できる一般論を記述し

ています。 

続く「上記（８の６）の主張に対する説明を～すべきものではない。」では、意

見書（８の６）の主張を取り上げながら、本願発明と「特許３２９７９０６号」

の共通性を全く無視した記述になっています。 

この引用文で「～別発明であって、発明の明確性の解釈も、それぞれの発明毎

に違うものであるから～」と主張するならば、現実に存在する石や岩と、未来の

何時か出現する石礫とを比較して認識することが何故に出来なかったのでしょ

うか。全く不可解な主張です。 

最後の「～説明を、拒絶理由等に記載すべきものではない。」の記述も、やはり

前述（６のＥ）と同様に論理展開を別方向に進めて分を結んでいます。 

（６のＢ）の引用文も、本願請求人の二重基準の主張に対して真摯に反論した

ものではありません。 

 

（６のＧ）                       ２５頁～２６頁 

審決の記述［オ意見書（８の６）について］でも［カ意見書（８の７）につい

て］でも本願請求人の意見書が主張した二重基準の問題に対して何ら明確な反論

を記述していません。 

上述の記述では本願請求人の指摘を全く無視して、それぞれの請求項の比較を
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行うことなく、その他の理由によって本願発明の明瞭性が欠けているがごとき主

張になっています。 

特許の審査において、審査の中心となるのは請求項の記述です。その発明を他

の発明と比較する時でもその比較の中心となるのは請求項の記述です。 

「特許３２９７９０６号」の請求項の明瞭性は、本願発明の明瞭性に比べて明

らかに劣っています。 

何故にして、請求項の記載内容の明瞭性が劣る発明が特許として認められ、明

瞭性が勝った発明が特許として認められないのでしょうか。本願請求人が求めて

いるのは、この事実に対する説明です。 

 

（６のＨ）                       ２６頁～２７頁 

「特許３２９７９０６号」の発明は、その請求項の明瞭性において本願発明よ

りも劣っていると考えていますが、その特許の認可が間違えていたとは考えてい

ません。 

既に（争う項目第１）（６）（８）（１１）～（１４）に記述しましたように、河

川における石や岩の大小を適切に表現することは困難な事であるので、「特許３

２９７９０６号」の請求項は、その記述方法以外には記載出来なかったと考える

からです。 

 

（６のＩ）                       ２７頁 

本願請求人は、本願発明と「特許３２９７９０６号」との比較において、特許

法の定めるところと同様に、その請求項の記述内容をそれぞれに比較しました。 

その比較の結果、本願発明の審査には二重基準が存在していることが明らかに

なりました。しかしながら、「審決」では、指摘した二重基準の説明を行うことな

く本願発明が明瞭性に欠けていると主張しています。 

本願請求人の審判請求書（書証甲４）の主張が、拒絶理由通知書（書証甲５）

において全く顧みられることなく、「審決」において誤った主張がなされているこ

とから、この誤った主張はただの誤りでは無く、誤りであることを承知しながら

主張した誤り、すなわち不正な行為であったと判断されます。 

 

（７）               ２７頁 

上述（争う項目第２）（１）～（６）までに記述しましたように、審決［第３当審

の判断１理由１（３６条６項２号）について（３）請求人の主張］は誤りです。

したがって、審決［第２当審拒絶理由［理由１］］もまた誤りです。 
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【準備書面の記述内容】       準備書面の頁 

 

（争う項目第３） 

審決［第３当審の判断２理由２（２９条１項３号）または理由３（同条２項）に

ついて（１）請求項に係る発明］に対する反論   ２８頁～３５頁 

 

（１）               ２８頁～２９頁 

審決［第３当審の判断２理由２（２９条１項３号）または理由３（同条２項）

について（１）請求項に係る発明］に対する反論の（同書７頁８行目～２５行目）

では、以下のように記述しています。 

本願請求項の記述「付近にある中で大きめの石や岩がその場にとどまる事ので

きる程度で、なおかつ小さな石や岩が最初に止まる事もない間隔」の構成が不明

確であるので、一応、「ある程度の大きさの石や岩がその場にとどまる事の出来る

程度の間隔」を意味するものとして、本願請求項を認定して、新規性と進歩性を

検討する。としています。 

本願請求項を本来の記載と異なった内容に書き替える事は、拒絶理由通知書

（書証甲５）でも同じ内容で行われています。これに対して、本願請求人は、意

見書（書証甲６）において反論し、「特許審査の方法を無視した誤りであり、特許

法の規定にも全く反している事は明らかです。」と主張しました。 

 

（２）               ２９頁 

上記、本願請求人の意見書（書証甲６）の主張に対して、「審決」では以下のよ

うに記述しています。 

「しかしながら～不明確な発明特定事項を補足認定して、便宜的に新規性や進

歩性を判断することは、特許の審査の進め方として、何ら問題がないというべき

である。」（同書１７頁３３行目～最終行） 

「しかしながら～請求項の記載が不明瞭な場合、合議体で発明を補足認定して、

便宜的に新規性や進歩性を判断することは、特許の審査の進め方として何ら問題

がない。（同書１８頁２８行目～３０行目） 

本願請求人は、手元の特許法の解説文書を調べましたが、上記内容に該当する

記載を見つけ出すことができませんでした。しかしながら、この状況は、本願請

求人の勉強不足によるものである可能性があると考えられます。後学のために、

上記の方法を認めた条文、判例、規則集などを書証としてご教授下さい。 

 

（３）               ２９頁～３１頁 

上述（１）（２）の本願請求人の主張は、本願請求人の誤った考え方である可能

性が考えられます。そうだとしても（１）（２）に記載した審判官の判断は、やは
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り特許法に反した主張だと考えられます。 

特許法では、発明の認定を請求項の記載に基づいて行うのが原則であり、その

記載内容が明確でない場合において、明細書及び図面の記載を考慮して判断する

ことになっています。 

このことは同時に、発明の認定において、請求項の記載及び明細書及び図面の

記載を離れて行ってはならない事を意味しています。 

ですから、「請求項１の記載が不明確である」としても、その不明確な箇所をま

ず明細書及び図面において確認しなければなりません。また「補足認定」すると

しても、請求項、明細書、図面の記載内容を離れてはなりません。 

これらの事を考えると、請求項の記載内容に対する「補足認定」は明らかに間

違いであると判断します。その理由は以下の三つです。 

 

（３のＡ）              ３０頁 

本願発明は、河川では上流に至るほど石や岩の大きさが大きくなる事と、その

現象を多くの人が承知している事を前提としています。 

岸辺にある大きな石や岩が水流やその他の土砂の移動にも影響を与えている

事は、本願明細書（書証甲１）【００１０】～【００１２】や既述（争う項目第１）

（２）～（７）にも記述しています。 

上述の事が理解できているならば、「付近にある中で大きめな石や岩」の意味も

容易に理解できるはずです。この文言は、文字通りに解釈すれば良いのです。 

したがって、「補足認定」は不必要な仮定であり間違っているといえます。 

 

（３のＢ）              ３０頁～３１頁 

「付近にある中で大きめの石や岩がその場にとどまる事のできる程度で、なお

かつ小さな石や岩が最初に止まる事もない間隔」が請求項において明確に判断で

きなかったとしても、その内容は本願明細書（書証甲１）【００１３】～【００１

６】、【００２３】～【００２６】【図１】【図２】【図３】で容易に確かめることが

できます。 

本願明細書（書証甲１）のそれらの図の示すところでは、設置した杭によって

図中の大きな石や岩が堰き止められ、その堰き止められた大きな石や岩の上流側

に、それよりも小さな石や岩が堰き止められていることが明らかです。ですから、

前述の請求項の書き換えが誤りであることも明白です。 

審決が主張するところの本願請求項の不明な箇所が、明細書（書証甲１）の示

すところによって明確なものであることは、既述（争う項目第１）（８）～（１０）

においても記述しています 
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（３のＣ）              ３１頁 

審決の言う「ある程度の大きさの石や岩がその場にとどまる事の出来る程度の

間隔」との記述は、本願発明の請求項、明細書、図、のどこにも見当たらない記

述であり、それに該当する記載内容もどこにもありません。 

審判官が「補足認定」すること自体が正しいものであったとしても、その「補

足認定」する内容が、請求項、明細書、図面、の記載内容を逸脱したものであっ

てはならないのです。 

上述の審判官の記述は、請求項、明細書、図面、の記載内容を逸脱したもので

あり、特許審査の原則に反した記述です。 

 

（４）              ３２頁～３４頁 

審判官が「補足認定」した内容には、上述した幾つかの事柄よりも重要だと考

えられる問題があります。 

 

（４のＡ）               ３２頁～３３頁 

審判官の「補足認定」の前提となっているのは、［第３ 当審の判断１理由１

（３６条６項２号）について（２）判断 カ］の記載内容です。（審決３頁３1行

目～３４行目）には以下の記述があります。 

「～請求項１に記載される「付近にある中で大きめの石や岩がその場にとどま

る事のできる程度で、なおかつ小さな石や岩が最初に止まる事もない間隔」は、

どの程度の間隔であるのか不明であるから、発明の範囲が明確ではない。」 

つまり、「審決」では、本願発明の請求項に記載の範囲が明確ではないから、本

願請求項１に係る発明を新たに認定して、新規性及び進歩性を検討すると表明し

ています。 

ですから、新たに認定された請求項の記述は、当然解り易くなっているはずで、

不明確も訂正されているはずです。それでなければ、わざわざ新たな言い替えを

する必要はありません。 

 

（４のＢ）               ３３頁～３４頁 

そこで、新たに認定された請求項の記述について検討してみます。 

本願発明の請求項の本来の記述では、設置する杭と杭の間隔の基準となる石や岩

の大きさについて、「付近にある中で大きめの石や岩」と説明しています。 

この、杭と杭の間隔となる石や岩の大きさは、河川上流や中流の流れや河川敷

を観察すれば誰にでも理解できる事柄であり、それら石や岩に関わる現象は多く

の人に既に良く知られた自然現象です。 

これに対して、新たな言い替えでの場合では、杭と杭の間隔の基準となる石や

岩の大きさは、「ある程度の大きさの石や岩」になります。「ある程度の大きさの
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石や岩」とは、どのような大きさを示すのでしょうか。この表現から記述された

石や岩の大きさを具体的に理解することは困難です。 

新たな言い替えの場合では、杭と杭の間隔の基準となる石や岩の大きさが、皆

目見当が付かなくなっています。これでは、「～がその場にとどまる事のできる程

度の間隔」も全く理解できません。 

つまり、新たに認定した言い換えでは、請求項の明確性が本来の記述よりも失

われています。というよりも、全く無くなってしまいました。 

 

（４のＣ）               ３４頁 

明確性が欠けている事を理由に、新たな記述を仮定したのにも拘らず、かえっ

て明確性を失う結果になっています。審判官はウソをついています。審判官が、

明確性が欠けている事を理由に、新たな記述を仮定したのはウソでした。 

裁判の第一審と等しい価値を持つ審判において、ウソをついて人を欺く行為が

なされたことの責任は重大です。このことについて、特許庁の責任ある方による

公式の見解が表明されることを望みます。 

上述（３）（４）に記述しましたとおり、審判官による請求項の新たな言い替え

は全くの不正です。 

 

（５）審決［第３当審の判断２理由２（２９条１項３号）または理由３（同条２

項）について（１）請求項に係る発明］に対する反論の結語  ３４頁～３５頁 

審決［第３当審の判断２理由２（２９条１項３号）または理由３（同条２項）

について（１）請求項に係る発明］（審決７頁８行目～２５行目）に記述した主張

は、上述（争う項目第３）（１）～（４）の記述から明らかなように、全くの誤り

であり、不正です。 

したがって、誤った仮定を前提とした［（２）判断」以降の記述も全て誤りです。 

 

 

 

（争う項目第４） 

審決［第３当審の判断２理由２（２９条１項３号）または理由３（同条２項）に

ついて（２）判断］の［イ 引用発明１を主引用発明として検討する］に対する

反論      ３５頁～４０頁 

（１）                ３５頁～３９頁 

審決［イ 引用発明１を主引用発明として検討する。（ア）対比 ａ］（審決１

５頁１３行目～２７行目）の記述では、本願発明と引用発明１とのあいだに４つ

の共通点がある事を主張しています。以下にそれらについて説明します。                
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（１のＡ）                ３５頁 

第一の共通点。審決には以下の記述があります。引用発明１の内容において、

本願発明が「岸辺から川の中央に向かって」「複数の杭を埋設」することと共通し

ている。この指摘は問題ありません。 

 

（１のＢ）                ３５頁～３７頁 

第２の共通点。審決には以下の記述があります。引用発明１の松杭２の間隔は、

本願発明の「ある程度の大きさの石や岩がその場にとどまる事が出来る程度の間

隔」で共通している。この主張は間違いです。 

文中の「ある程度の大きさの石や岩～」の請求項の仮定も間違いですが、ここ

ではそのまま論述を進めます。 

引用発明１の請求項のいずれの記載においても、杭は根固めブロックに穿孔さ

れた杭孔に打ち込むことを前提にしています。杭孔を持つ根固めブロックは緩連

結されますから、事前に形成される根固めブロックの敷設後に杭孔の位置を変更

することは出来ません。ですから、引用発明１では、それぞれの工事現場で杭と

杭の間隔を自由に決定調整することができません。 

本願発明では、上流に至るほど石や岩の大きさが大きくなる現象に対して容易

に対応出来ますが、引用発明１ではそれに対応することが大変に困難です。 

したがって、審決が第２の共通点とした主張は間違いです。また、この反論は、

前述の誤った仮定が適正なものであったとしても成り立つ事柄です。 

 

（１のＣ）                ３７頁～３８頁 

第３の共通点。審決には以下の記述があります。引用発明１の「松杭２を打ち

込んで」「上の石３が移動しないようにして」いることは、本願発明の「大きな石

や岩を」「設置して、その場にとどめること」と共通している。この主張も間違い

です。 

引用発明１の【請求項１】【請求項４】の記載からは、打ち込んだ杭の目的の一

つとして、石の移動を防ぐ事が明らかです。しかし、引用発明１においては、多

数の石を、杭と杭の間隔によって堰き止めることを意味する記述はどこにもあり

ません。また、引用発明１のいずれの図においても、杭と杭の間隔の効果によっ

て石を堰き止めている事は表現されていません。 

したがって、審決が第３の共通点とした主張は間違いです。また、この反論も、

誤った仮定が適正なものであったとしても成り立つ事柄です。 

 

（１のＤ）                ３８頁～３９頁 

第４の共通点。審決には以下の記述があります。引用発明１の「護岸が施され

た堤と繋がった洲を形成する、河川水制工法」は、本願発明の「新たな岸を形成
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して、それらを護岸の構成部分として機能させる」「護岸の方法」と共通している。

この主張も間違いです。 

引用発明１の【請求項６】の記載には「～河川の土砂を自然に堆積させて岸と

連続した自然の洲を形成し、～」とありますから、引用発明１が岸と繋がった洲

を形成する事を目指している事は間違いありません。しかし、引用発明１の場合

では、この考え方は成立し得ない事柄です。 

本願発明は、石や岩が多くある河川上流中流での工事方法の発明です。ですか

ら、石や岩の多い河川での土砂流下の規則性に従った仕組み或いは構造を持って

います。 

それに対して、引用発明１には河川のどのような場所での工事方法であるかを

明確に説明した記述はありません。そして、本願発明のように土砂流下の規則性

に従った仕組み或いは構造は考慮されていません。 

ですから、引用発明１を石や岩の多い場所に対応させた場合では「～河川の土

砂を自然堆積させて岸と連続した自然の洲を形成し～」現象が生じるとは考え難

いのです。 

つまり、岸辺近くに石や岩をとどめたとしても、その石や岩の大きさがその場

所にとっての適切な大きさでなければ、その石や岩がとどまり続けることは無く、

その石や岩の周囲にその他の土砂が新たに堆積することも無いのです。 

 

（１のＥ）                ３９頁 

引用発明１の【請求項６】にある、「～河川の水際近くの浅瀬に所定距離離して

複数箇所施工し～」の記載も本願発明には存在しない事柄です。本願発明では、

設置する発明の構造物を所定距離離す必要はありません。また、発明の構造物を

複数個施工する必要もありません。したがって、審決が第４の共通点とした主張

は間違いです。 

 

以上、審決が取り上げた４つの共通点のうち３つは、その主張が間違いでした。

ですから、審決［イ 引用発明１を主引用発明として検討する。（ア）対比 ａ］

は間違いです。 

 

（２）                ３９頁 

審決［イ 引用発明１を主引用発明として検討する（ア）対比 ｂ ｃ］（審決

１５頁２８行目～１６頁５行目）について。 

上記［イ 引用発明１を主引用発明として検討する。（ア）対比 ａ］が間違い

であったので、［ａ］の結論である［ｂ］もまた、間違いです。また、「ｃ」は共

通点ではなく、相違点に関する記述であるので、この場での論述から割愛します。 
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（３）                ４０頁 

審決［イ 引用発明１を主引用発明として検討する（イ）判断］（審決１６頁７

行目～１１行目）には以下の記述があります。 

「～水制工として、杭を河底に直接固定することは、～引用発明１において、

必要に応じて根固めブロック１を省いた上で、松杭２を川床４に固定することは、

当業者が容易に想到し得たことである。」この記述は間違いです。 

前述（１）のとおり、引用発明１と本願発明との間の共通点は１つしかないの

であって、松杭２を川床４に固定したとしても、当業者が本願発明を容易に想到

し得たとは言えません。 

したがって、審決［イ 引用発明１を主引用発明として検討する（イ）判断］

も間違いです。 

 

（４）                ４０頁 

審決［イ 引用発明１を主引用発明として検討する（ウ）小活］について。 

審決の記述「以上のとおり、本願発明は、引用文献１に記載された発明であるか、

または、当業者が引用発明１及び引用文献２ないし３に記載された公知または周

知の技術に基いて容易に発明できたものである。」（審決１６頁１３行目～１５行

目）の記述も、上記（１）（２）（３）に記述しましたとおり、間違いです。 

 

（５）                ４０頁 

上記（争う項目第４）（１）～（４）に記述しましたとおり、 

審決［第３当審の判断２理由２（２９条１項３号）または理由３（同条２項）に

ついて（２）判断］の［イ 引用発明１を主引用発明として検討する］は間違い

です。 

 

 

 

（争う項目第５）         

審決［第３当審の判断２理由２（２９条１項３号）または理由３（同条２項）に

ついて（２）判断］の［ウ 引用発明２を主引用発明として検討する］に対する

反論         ４０頁～４４頁 

 

（１）                ４０頁～４３頁  

［（ア）対比 ａ］（審決１６頁１７行目～３３行目）について。               

（１のＡ）                ４１頁 

［（ア）対比 ａ］（審決１６頁１７行目～３３行目）の記述を、その主張を基

に３つの段落に分けて説明します。 
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第一の段落は、（同頁２１行目～２２行目）の「引用発明２の～いることに相当

する。」 

第二の段落は、（同頁２３行目～２９行目）の「引用発明２において、～～とど

めること」に相当する。」 

第三の段落は、（同頁３０行目～３３行目）の「引用発明２の「構造物を」機能

させる方法。」で共通する。」 

 

（１のＢ）                ４１頁～４３頁 

（Ｂのイ） 

第一の段落は、記述のとおりで問題ありません。 

（Ｂのロ） 

第二の段落は、問題があります。この段落の前半「引用発明２において、～機

能があることが明らかである」は問題がありませんが、この段落の後半「よって、

引用発明２の～」から最後の「～その場にとどめること」に相当する。」は間違い

です。 

段落の後半の説明では、本願発明の杭と杭の間隔の問題と、その場にとどめる

石や岩の大きさに関わる問題が曖昧なままに一括して記述されています。 

第一に、「拾い付き石出し」の「あいだあいだに杭を打ち込こ」んだとの説明で

は、本願発明で記述されている杭と杭との間隔が全く不明です。杭と杭との間隔

の基準の無いままに杭を打ち込んだとしても、本願発明が実現を目指している状

況が実現されるとは考えられません。 

第二に、「あいだあいだに杭を打ち込こ」んだ「拾い付き石出し」の場合では、

石の大きさについての記述がありません。「拾い付き石出し」に使用される石の大

きさが不明であることは、その大きさについての想定がないことです。ですから、

「あいだあいだに杭を打ち込こ」んだとしても、石が流下してしまったり、その

場が侵食されてしまう可能性があります。 

第一、第二に記述しましたように、第二の段落は間違いです。 

（Ｂのハ） 

第三の段落にも問題があります。この段落では、「拾い付き石出し」が「新たな

岸辺を形成し、それらを護岸の構成部分として機能させる～」ことが出来るかど

うかが問題です。 

「あいだあいだに杭を打ち込こ」んだ「拾い付き石出し」がその場に設置され

た石を流下させることが無くても、それらの石の大きさが、その場所の流れの強

さに適合した大きさでない限り、それらの石の周囲に自然の岸辺を形成すること

はありません。 

これらの事は、（争う項目第４）（１）（1のＤ）において記述していることと同

じです。したがって、第三の段落の記述は間違いです。 
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（２）                ４３頁 

［（ア）対比 ｂ］（審決１６頁３４行目～１７頁９行目）について。 

上述（１）に記述しましたように、［（ア）対比 ａ］が間違いですから、［（ア）

対比 ｂ］も間違いです。 

 

（３）                ４３頁～４４頁 

［（イ）判断］（審決１７頁１０行目～２１行目）について。 

［（イ）判断］には以下の記述があります。（審決１７頁１０行目～１９行目）

「そして引用文献４には、「護岸と水制が一体となって堤防を保護」することが記

載され、また引用文献１にも、「護岸が施された堤と繋がった洲を形成する」発明

が記載されている事から、引用発明２の拾い付き石出しを、護岸と一体となって

堤防を保護するものに替えることは、当業者が容易になし得たことである。」 

ここでの問題は、「引用文献１にも、「護岸が施された堤と繋がった洲を形成す

る」発明」の箇所です。 

岸辺と繋がった洲が形成されたとしても、「洲」は「洲」なのであって「岸」或

いは「岸辺」ではありません。また、上述の「洲」が岸辺と繋がるかどうかにつ

いては（争う項目第４）（１）（１のＤ）において説明しています。 

さらに、「引用発明２の拾い付き石出しを、護岸と一体となって堤防を保護する

ものに替えること」が可能ではない事は、前述（１）［（ア）対比 ａ］で説明し

ています。 

したがって、「～本願発明は、当業者が引用発明２及び引用文献１または４に記

載された事項に基いて、容易に発明することができたものである。」（審決１７頁

２０行目～２１行目）の記述は間違いであり、［（イ）判断］も間違いです。 

 

（４）（争う項目第５）の結語     ４４頁 

以上（１）～（３）から［（２）判断 ウ 引用発明２を主引用発明として検討

する］も明らかに間違いです。 

 

 

 

（争う項目第６） 

審決［第３当審の判断２理由２（２９条１項３号）または理由３（同条２項）に

ついて］の［（３）請求人の主張について］に対する反論。４４頁～５５頁  

 

（１）［ア意見書（９の１）について］に対する反論     ４４頁 

［ア意見書（９の１）について］（審決１７頁２５行目～１８頁３０行目）の記
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述は、本願請求人が意見書（書証甲６）において、拒絶理由通知書（書証甲５）

での請求項の書き替えは不正であると主張したことに対する反論です。 

この事柄については、既に（争う項目第３）（１）～（５）において説明して反

論していますので省略します。もちろん、［ア意見書（９の１）について］の主張

は誤りです。 

 

（２）［イ意見書（９の２）について］に対する反論     ４４頁～４５頁 

［イ意見書（９の２）について］（審決１８頁３１行目～１９頁８行目）の記述

は、極めて奇妙な論理展開です。本願発明が「「根固めブロック」或いはそれに類

似した構造物を備えていない事を限定する記載がないことを」理由にして、「根固

めブロック」を備えることを含んでいるとの主張は明らかな間違いです。 

既に（争う項目第４）（１）（１のＢ）に記述しましたように、本願発明に「根

固めブロック」を設置すれば、杭と杭の間隔を設定する自由度が失われてしまい

ます。また、本願発明が「杭」のみで設置できるものを、わざわざ手間と費用を

かけて「根固めブロック」を設置する必要はありません。 

したがって、審決［イ意見書（９の２）について］の主張は間違いです。 

 

（３）［ウ意見書（９の３）について］に対する反論     ４５頁～４６頁 

審決［ウ意見書（９の３）について］（審決１９頁９行目～最終行）は、拒絶理

由通知書（書証甲５）に対する、意見書（書証甲６）の反論について、再度反論

したものです。この再度の反論には二つの論点があります。 

第一。審決は、本願発明の請求項の記述が不明確である事を理由にして、新た

に書き替えた請求項をもって新規性と進歩性を判断したのは誤りではない、と主

張しています。 

この問題については、既に、（争う項目第３）（１）～（５）で反論しています

ので、そちらをご参照ください。 

第二。本願請求項の「単独又は複数の杭を埋設すると共に、大きな石や岩をま

たは大きな石や岩に擬した人工の構造物を設置して、その場にとどめることによ

り」の記述について、審決の上記「（２）イ（ア）ａ及びｂ」で検討したとおり、

引用発明１と相違していないと主張しています。 

この主張による審決「（２）イ（ア）ａ及びｂ」については、既に（争う項目第

４）（１）（２）においてその主張が誤りであることを明確に指摘しています。 

また、審決「（２）イ（ア）ａ及びｂ」において、本願発明と引用発明１とにお

いてその他の相違点がないことを記載したと主張していますが、この主張も（争

う項目第４）（１）（２）に記述したとおり間違いです。 

したがって、審決［ウ意見書（９の３）について］の主張は間違いです。 
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（４）［エ意見書（１０の１）について］に対する反論    ４６頁 

審決［エ意見書（１０の１）について］（審決２０頁１行目～９行目）の記述に

ついては、既に（争う項目第１）（争う項目第３）（争う項目第５）（１）（２）に

おいて詳細に記述していますので、そちらをご参照ください。 

審決［エ意見書（１０の１）について］の主張は間違いです。 

 

（５）［オ意見書（１０の２）について］に対する反論    ４６頁 

審決［オ意見書（１０の２）について］（審決２０頁１０行目～１９行目）の記

述も、上述（４）と同様の主張であり間違いです。 

杭の設置の仕方の問題については、（争う項目第１）（争う項目第３）（争う項目

第４）（争う項目第５）の何れにおいても言及していますので、ご参照下さい。 

 

（６）［カ意見書（１０の３）について］に対する反論    ４６頁 

審決［カ意見書（１０の３）について］（審決２０頁２０行目～２１頁５行目）

の記述については、既に（争う項目第５）（１）～（４）によって反論しています。

その反論では、引用文献４によって引用発明の「拾い付き石出し」を適用したと

しても、本願発明と同じ状況にはならない事を説明しています。 

もちろん、審決［カ意見書（１０の３）について］の主張は間違いです。 

 

（７）［キ意見書（１０の４）について］に対する反論    ４７頁～５１頁 

審決［キ意見書（１０の４）について］（審決２１頁６行目～１６行目）に対す

る反論です。 

 

（７のＡ）                        ４７頁 

審決（２１頁７行目～１６行目）の記述を引用して記載しています。 

 

（７のＢ）                        ４７頁 

上述引用文中で触れている、本願請求人の特許法に関する説明は、間違いであ

り正確性を欠いたものであった事を記述しています。 

 

（７のＣ）                        ４７頁～４８頁 

上述（７のＡ）の引用文中「～上記当審拒絶理由の記載は、引用発明２に対し、

引用文献４の記載事項を適用するか、または引用文献１の記載事項を適用するこ

とを意味しているから、請求人が主張するような同時に組み合わせるものではな

い。」との記述は、事実と照らし合わせて間違いであると言わざるを得ません。 

この項目、審決［キ意見書（１０の４）について］は、拒絶理由通知書（書証

甲５）［（３）引用発明２を主引用発明として検討する］に対して、本願請求人が
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意見書（書証甲６）（１０の４）で記述した反論に対する反論です。 

 

（７のＤ）                        ４８頁～５０頁 

上述（７のＣ）の事実とその経緯を明らかにするために、元々の拒絶理由通知

書（書証甲５）の記載を引用してみます。（同書１１頁１１行目～２１行目） 

「イ 判断 上記相違点について検討する。 

引用発明２は、流水の作用によって堤防が削りくずされるのを防ぐものである

から、河岸には堤防が設けられているものである。そして、堤防には護岸を施す

のが一般的である。 

そして、引用文献４には、「護岸と水制が一体となって堤防を保護」することが

記載され、また引用文献１にも、「護岸が施された堤と繋がった洲を形成する」発

明が記載されていることから、引用発明２の石出しを、護岸と一体となって堤防

を保護するものに替えることは、当業者が容易に成し得たことである。 

したがって、本願発明は、当業者が引用発明２及び引用文献１又は４に記載さ

れた事項に基いて、容易に発明することができたものである。」 

（Ｄのイ） 

上述の引用文をその意味するところから、前段、中段の前半、中段の後半、後

段の４つに分けてみます。 

前段は、「引用発明２は、～一般的である。」まで。 

中段の前半は、「そして引用文献４には～発明が記載されていることから、」ま

で。 

中段の後半は、「また、引用文献１にも～当業者が容易になし得ことである。」

まで。 

後段は、「したがって、～容易に発明をすることができたものである。」まで、

とします。 

（Ｄのロ） 

前段は、引用発明２の内容を説明するもので、河岸には堤防が設けられている

ことが普通で、堤防には護岸工事を施すのが一般的であることも指摘しています。 

（Ｄのハ） 

中段の前半は、引用文献４と引用文献１の、それぞれの内容を説明するもので、

引用文献４が「護岸と水制が一体となって堤防を保護」することを、引用文献１

が「護岸が施された堤と繋がった洲を形成する」ことを指摘しています。 

（Ｄのニ） 

中段後半の記述は、上述それぞれの発明あるいは技術を組み合わせる事を説明

しています。 

「引用発明２の石だしを」は引用文献２を示す記述です。続く「護岸と一体に

なって堤防を保護」するものに替えることは、引用文献４の内容を示す記述です。 
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そして、引用文献２と引用文献４を組み合わせる説明の前にある「また引用文

献１にも、「護岸が施された堤と繋がった洲を形成する」発明が記載されているこ

とから、」の文言は、引用文献２と引用文献４を組み合わせる前提として、引用文

献１の説明がそのまま流用されています。 

分かり難いのですが、試みに、引用文献１の記述「また、引用文献１にも～発

明が記載されていることから」の記載箇所を省いて中段の前半と後半を続けて読

み合わせてみると、引用文献１の内容の説明だけでなく引用発明の組み合わせか

らも、引用文献１の存在が無くなってしまいます。 

引用発明２と引用発明４のそれぞれで同様の試みをした場合には、このような

現象は生じません。 

つまり、「また引用文献１にも、「護岸が施された堤と繋がった洲を形成する」

発明が記載されていることから」の記述は、引用文献１の内容を説明する記述で

あると同時に、その他の二つの引用発明を組み合わせる前に、その組み合わせの

前提として提示されているのです。 

ですから、中段後半の記述では、引用発明１と引用発明２と引用文献４の独立

した三つの引用発明を組み合わせていることになります。 

（Ｄのホ） 

後段の記述は、前段、中段の前半、中段の後半の文章のまとめです。「したがっ

て、～引用発明２及び引用文献１又は４に記載された事項に基いて、容易に発明

することができたものである。」は、三つの引用発明を組み合わせていることを分

からなくする意図をもった記述です。 

もちろん、これは誤った主張であり、欺くことを意図した不正な記述です。 

（Ｄのヘ） 

（Ｄのイ）～（Ｄのホ）で明らかになったのは、拒絶理由通知書（書証甲５）

［（３）引用発明２を主引用発明として検討する］［イ 判断］（同１１頁１１行目

～２１行目）の記述が特許法の規定に反しているだけでなく、読む人に錯誤を生

じさせる事を意図した記述であることです。つまり、それは悪意をもった全くの

不正であるといえます。 

 

（７のＥ）                        ５０頁 

上記、拒絶理由通知書（書証甲５）［（３）引用発明２を主引用発明として検討

する］［イ 判断］の記述は、同書［（３）引用発明２を主引用発明として検討す

る ア 対比（ア）（イ）］（同１０頁１６行目～１１頁１０行目）の結論でもあり

ますから、［（３）引用発明２を主引用発明として検討する］の全体もまた間違い

である事になります。 
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（７のＦ）                        ５０頁～５１頁 

論述の対象を、審決［(３)請求人の主張について］［キ意見書（１０の４）につ

いて］（審決２１頁６行目～１６行目）に戻します。 

本願請求人は、意見書（書証甲６）（１０の４）において、拒絶理由通知書（書

証甲５）の［（３）引用発明２を主引用発明として検討する］［イ 判断］が間違

いである可能性を指摘しています。 

しかしながら、「審決」においてはその過ちを認めることなく、拒絶理由通知書

（書証甲５）と同じ主張を繰り返しています。 

上述した、拒絶理由通知書（書証甲５）の記載が間違いであり、悪意をもった

不正であることは上述（７のＤ）に記述したとおりです。ですから、その拒絶理

由通知書の内容を再び主張した審決の記述もまた、間違いであり悪意をもった不

正です。 

「審決」の記述は、ウソをついて人を欺くものであり、裁判の第一審と同等の

価値を持つ審判において許されない不正な行為であることは言うまでもありま

せん。このことについて、特許庁による公式な見解の表明を要望します。 

 

（８）［ク意見書（１１の１）について］及び［ケ意見書（１１の２）～（１１の

３）について］に対する反論             ５１頁～５５頁 

 

（８のＡ）                        ５１頁～５２頁 

審決の［ク意見書（１１の１）について］及び［ケ意見書（１１の２）～（１

１の３）について］は、意見書（書証甲６）の（１１の１）～（１１の３）（同書

２７頁３２行目～３１頁５行目）に対する反論です。 

この意見書（書証甲６）の記述は、拒絶理由通知書（書証甲５）［（４）まとめ］

（同書１１頁２２行目～２７行目）に対する反論です。 

 

意見書（１１の１）［（４）まとめ］（同２８頁１行目～１８行目）には以下の記

述があります。 

「上述［（４）まとめ］には、論理的間違い箇所があります。上述「～本願発明

は、引用文献１に記載された発明であるか、もしくは、当業者が、引用発明１及

び引用発明２ないし３に記載された公知または周知の技術に基づいて容易に発

明をすることができたものである。」の箇所がそれです。」 

「上述の記述は、「～もしくは、～」の前段の記述と後段の記述とで、何れのど

ちらが正しいのか明確に判断できていないことをものがたっています。したがっ

て、上述［（４）まとめ］の主張は、「審決」として真摯さを欠いた不適切な論理

による、誤った主張であると判断せざるを得ません。」 

つまり、意見書（１１の１）［（４）まとめ］への反論（その１）（Ｂ）では、拒
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絶理由通知書（書証甲５）［（４）まとめ］の論理的間違いを指摘しています。 

 

（８のＢ）                          ５２頁 

上述の主張に対して、審決［ク 意見書（１１の１）について（ア）］（同書２

１頁１７行目～２０行目）で以下のように記述しています。 

「（ア）請求人は当審拒絶理由の［（４）まとめ］の記載が誤りである、と主張

するが、上記（３）で検討したとおりであるから、当該記載に誤りはない。」 

ところが、上述の（３）が何を意味するのか全く不明です。 

したがって、審決［ク 意見書（１１の１）について（ア）］の記述は意味をもっ

たものではありません。 

 

（８のＣ）                        ５２頁～５３頁 

審決［ク 意見書（１１の１）について（イ）］の（同書２１頁１７行目～２０行

目）の中には、「～しかしながら、上記記載は、まず、新規性の拒絶理由の判断し、

請求人の主張に対応して、さらに容易想到性の拒絶理由も予備的に判断したもの

である。～」との記述があります。 

本願請求人は、この記述に疑問をもっています。この記述を前述（８のＡ）で

の引用文に当てはめてみると、「もしくは」の前段の理由が間違えているなら後段

の理由があるよ、と言う意味になります。 

このような記述や発言は、日常生活では珍しい発言では無く、取り立てて問題

とすることは少ないでしょう。しかし、厳正な判断が求められる場合においては

あり得ない事です。 

たとえば、刑事裁判の法廷において「証拠Ａもしくは証拠Ｂによって犯罪行為

が明確である」と発言されることは考えられません。裁判の場合と同様に、厳正

な判断が求められる審判においても、同様であると考えられます。 

 

（８のＤ）                        ５３頁～５４頁 

特許法第２９条では、特許の判断における新規性の問題と容易想到性の問題と

を、明確にそれぞれ別の項目に分けて記載しています。また、特許法の解説書の

記載では、第２９条のそれぞれ別の項目に明記された事柄のいずれかの一つにで

も該当するならば、その発明は特許とされないことが説明されています。 

もちろん、審決（２１頁２９行目～３０行目）「拒絶理由は１つに絞らなければ

いけない理由はなく、可能な限り全ての拒絶理由を通知すべきものであるから」

の記述のとおり、新規性の問題と容易想到性の問題の両方を記述することに全く

問題はありません。 

しかし、両者を「もしくは」の接続語によって続けて記述するのは間違いでは

ないでしょうか。拒絶理由通知書の「もしくは」の記述は、その前段の記述と後
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段の記述とでは、どちらが正しいのかを明確に判断出来ていない事をものがたっ

ているのです。 

 

（８のＥ）                        ５４頁～５５頁 

特許法の解説をしている文書には次のような記述もありました。出願人の意見

書により、請求項の発明が特許法第２９条第１項の規定により特許をうけること

ができないものであるとの審査官の心証を真偽不明になる程度まで否定できた

場合には、拒絶理由は解消する。第２項についても同様の記述がありました。 

この考え方を考慮するならば、特許法第１項及び第２項の判断においては、審

査官の心証が確信でない限りそれを拒絶理由とすることができないと言う事で

はないでしょうか。 

前述の拒絶理由通知書の記述から判断すれば、審査官は特許法第２９条の各項

の判断を確信できていなかった事は明らかです。そして、審決においても、拒絶

理由通知書の主張を誤りが無いものとしてその主張を繰返しています。 

したがって、審決［ク 意見書（１１の１）について（イ）］の主張も誤りです。 

 

（９）                  ５５頁 

上述しました、［ク意見書（１１の１）について］及び［ケ意見書（１１の２）

～（１１の３）について］に対する本願請求人の主張は、素人考えによる法律の

解釈ですから、この判断については、知的高等裁判所の判断を待ちます。 

 

 

 

（争う項目番外編） 

審決の記述中に「自然現象と称する」との記載があることについて 

             ５５頁～６０頁 

 

（１）                ５５頁～５６頁 

審決の文中（３）請求人の主張［ア意見書（８の２）について］［イ意見書（８

の３）について］［エ意見書（８の５）について］のいずれにも、「～自然現象と

称するもの～」との文言があります。 

これらの記述を読んで、本願請求人は大変驚き、同時に強い憤りを覚えました。 

これらの文言がある記述は、いずれも、本願請求人が提出した意見書（書証甲６）

の記述内容を批判するものです。本願請求人の意見書（書証甲６）の記述は、河

川上流中流の土砂流下における自然現象からその規則性を見出して説明したも

のです。 
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（２）                ５６頁 

上述文中の「～称する～」と言う文言は、その前段の記述が偽りであると言う

意味を持つものです。したがって、審決文中のそれらの文言は、本願請求人が意

見書で記述した「自然現象」はウソであると主張しているのです。 

「～称する～」と言う文言は、上記三か所以外には審決中に記載のない表現で

あり、上記いずれの場合でも、「～称する～」の記述が無くても、その意味すると

ころは何の問題もなく理解できるものです。 

何故ゆえに、本願請求書の意見書（書証甲６）に記述した、それぞれの自然現

象とその規則性をウソであると言うのでしょうか。何を証拠にそのように主張す

るのでしょうか。 

念のため、「称する」の意味を辞書で調べ、（書証甲１０）（書証甲１１）としま

した。 

 

（３）                ５７頁～５８頁 

仮に、本願請求人の説明した自然現象が、自然現象ではなくウソであるとした

ら、それだけで本願発明は特許にはなりません。特許法は、その規定の中で特許

の内容が自然現象に基づいている事を要求しています。自然現象に基づかない発

明は、最初から特許と認められることはないのです。 

本願請求人は、この度の「審決」に至る前の何回かの「意見書」において、河

川上流と中流の土砂流下の規則性を丁寧に説明しています。それは、それらの説

明が今までに誰も説明することが無かった新しい考え方であったからです。新し

い考え方であったので、それを理解して頂くために何度も繰り返して説明しまし

た。 

しかし、それらの機会において、ただの一度もそれらが自然現象ではないとの

指摘を受けたことはありません。 

それなのに、何故「審決」では唐突に、本願請求人の説明した現象が自然現象

ではないと判断されたのでしょう。本願請求人の説明した現象が自然現象で無い

としたら、それだけで本願発明は特許を認められなくなるのです。 

 

（４）                ５８頁 

本願請求人の記述した河川上流中流の土砂流下に関わる自然現象をウソであ

ると記述しているのにも拘らず、「審決」ではその理由を全く説明していません。 

科学分野において現在常識とされている考え方の多くは、その最初は新しい考

え方でした。新しい考え方は、旧来の考え方を覆すことによって多くの人々に認

められるようになったのです。その過程においては多くの論争や検証が費やされ

て来たのが普通です。 

これら科学の発展の過程は多くの人が承知していることです。ましてや、科学



36 

 

技術の発展に大きく寄与している特許庁の審査官が科学発展の歴史を知らない

とは考えられません。 

ですから、「審決」において本願請求人の説明する自然現象の新たな考え方をウ

ソであると主張していながら、その理由の説明の無いのは全く不可解な出来事で

す。これでは、特許庁の審判官は科学技術の発展に寄与するどころか、その発展

を妨げていると非難されかねません。 

 

（５）                ５８頁～５９頁 

「～自然現象と称するもの～」との記述は、たまたま筆が滑ったとの言い訳が

なされるかもしれません。でも、普通の人には通用するかもしれないその言い訳

も、特許庁の審査官や審判官には通用しません。 

特許庁の審査官は、物事の定義や語彙の意味について極めて厳密に考えている

のが普通です。本願請求人は、それらの事を、審査官の皆様と幾度も書類をやり

取りした過程で、よくよく思い知らされました。 

つまり、三か所もあるその記述が、たまたま筆が滑った結果であると考えるの

は全く不自然な考え方です。 

 

（６）                ５９頁 

上述（１）～（５）から明らかなように、審判官が「～自然現象と称するもの

～」と、三度もその記述を繰り返したのは、何らかの不当な偏見をもって、或い

は悪意を持って意図的な誹謗中傷を行ったものであると考えざるを得ません。 

 

（７）                ５９頁～６０頁 

特許庁の「審決」は裁判における第一審、地方裁判所の判決と同じ権威をもっ

ています。つまり、本願発明を成立させる基となった新たな考え方は、権威ある

組織によって公にウソであることになってしまいました。 

「審決」においてその証拠も示すことなく、本願請求人の新たな考え方をウソ

であるとした記述は、新たな学説を故なく抹殺する企てであると言わざるを得ま

せん。 

これでは、本願請求人の長年に亘る河川上流中流の土砂流下の研究は、一挙に

してその信用を失ってしまいます。このことは、河川上流中流の工事方法を、自

然を取り戻す効率的な方法へと改良することを妨げる事でもあります。 

特許を出願し審査請求を行った者に対して、特許庁の審判官が、ウソつきであ

ると公式文書に記載したことが今までにあったでしょうか。今回の出来事はおそ

らく前代未聞の出来事であろうと考えています。 

審判官の行為が、公正公平であるべき審判官の規範を大きく逸脱したものであ

ることは間違いありません。当然、このような悪意に満ちた審判官の判断は、公
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平な判断であったとは言えないでしょう。 

本願請求人は、審判官らの非を糾弾すると共に、その記述の過ち及びその企み

を強く非難します。 

本願請求人は、特許庁による「審決」と同等の権威を持つ特許庁の公的文書に

よって、その過ち及びその企みを認め、それを訂正し謝罪することを強く要求し

ます。 

 

（８）                ６０頁 

上述の状況は、「審決」の文中において思いがけなく新たに発生した問題です。

「～自然現象と称するもの～」の表現自体は、本願発明を特許としない理由とは

されていませんから、本願発明を特許とすべきかどうかの判断に直接関わるもの

ではありません。 

この問題は、本願発明が特許と認められても認められなくても、本願請求人と

その学説に対する特許庁による名誉棄損事件であると言えます。 

これらの事実は、「審決」の記述内容が、公正さを欠いた全くの不正によるもの

であることの証左の一つであると考えています。 

 

 

 

（争う項目第７）［第４むすび］に対する反論及び、本願請求人のむすび 

 ６０頁～６２頁 

 

（１）                ６１頁                

拒絶理由通知書（書証甲５）の［（４）まとめ］の記述は、審決［第２当審拒絶

理由［理由２または理由３］］の記述内容と同じです。そして、審決［第４むすび］

の記載内容は、同審決［第２当審拒絶理由［理由２または理由３］］の記述内容に

特許法の条文の説明を加えたものです。 

したがって、審決の［第４むすび］の記載は、（争う項目第６）（８）で批判し

たとおり間違いです。 

 

（２）                ６１頁 

［第４むすび］の「本願発明は、引用文献１に記載された発明であるか」の記

述については、（争う項目第１）（争う項目第２）（争う項目第３）において、その

間違い及びその不正を指摘しています。 

［第４むすび］の「当業者が引用発明１及び引用文献２ないし３に記載された

公知または周知の技術に基いて、～容易に発明をすることができたものであるか

ら」の記述については、（争う項目第３）（争う項目第４）（争う項目第６）におい
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て、その間違い及びその不正を指摘しています。 

［第４むすび］の、「当業者が、～引用発明２及び引用文献１又は４に記載され

た事項に基いて容易に発明をすることができたものであるから」の記述について

は、（争う項目第３）（争う項目第５）（争う項目第６）において、その間違い及び

その不正を指摘しています。 

また、［第４むすび］に記載の記述形式については、その法的是に関わる疑問を

（争う項目第６）において指摘しています。 

 

これら（争う項目第１）（争う項目第２）（争う項目第３）（争う項目第４）（争

う項目第５）（争う項目第６）の記述から、審決［第４むすび］に記載された内容

が間違いであることは明かです。 

 

（３）                ６１頁～６２頁 

したがって、本願請求人は、特許庁が不服２０１５－４８８９号事件について

平成２８年９月３０日にした審決の取り消しを求めます。 

また、特許庁が平成２８年３月２９日に送付された「拒絶理由通知書」（書証甲

５）並びに、平成２８年９月３０日にした「審決」が不正による誤った判断であ

ったことの認定を求めます。 

 

（４）                ６２頁 

本願請求人は、今後の特許庁の特許審査や特許審判において、本願発明に対し

て行われたと同様の不正が再び発生することを恐れています。ですから、本願請

求人は、この裁判において、特許庁の不正の事実を項目ごとに逐一に正し、明ら

かにすることを要望します。 

仮に、それらが成されなければ、特許庁が再び同じ過ちを繰り返す可能性が生

じるだけでなく、知的財産高等裁判所はその存在意義を失い、日本国の特許制度

及び司法制度自体への信頼を失うことになるのだと思います。 

知的財産高等裁判所の賢明で適切な判断を切に期待致します。 

 


